20　議員２０
　平成１６年度

(1)　調査研究費　619,418円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	現地調査に関わる費用
	376,158
	交通費(ガソリン代)

	現地調査に関わる費用
	243,260
	交通費(タクシー・電車代等)


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代376,158円は、後援会と按分して1/2の188,079円が適正であり、これを超える188,079円は目的外支出である。

ﾛ.　交通費243,260円は詳細不明であるので、12万円を超える123,260円は目的外支出である。

　(2)　広報費　1,763,712円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	インターネット接続費等
	212,257
	インターネット接続費

	府政報告紙作成費等
	1,551,455
	印刷代等


ウ　調査結果

　　　ｲ.　インターネット接続代、ホームページ開設、更新に要する経費はいずれも適正である。

　　　ﾛ.　府政報告印刷、発送経費、ポスター印刷代全て適正な支出と認められる。

(3)　事務所費　652,797円
ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	トイレリース料
	52,797
	　

	借地料
	600,000
	　


ウ　調査結果

ｲ.　実父から土地を１ヶ月５万円で賃借し、プレハブを建築し、平成16年4月2日に１年分600,000円を一括支払いしたとして領収証を提出しているが、毎月の支払いがない上、平成17年度は合理的な説明がないことから600,000円が支払われたとは認められない。

　　 ﾛ.　トイレレンタル料は簡易トイレのレンタル料であり、適正な支出と認められる。

(4)　事務費　232,143円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	切手、郵送代等
	172,643
	　

	名刺代
	18,550
	　

	封筒作成費
	40,950
	　


ウ　調査結果

ｲ.　名刺代18,550円は目的外支出である。

ﾛ.　封筒作成費40,950円は後援会と1/2に按分し、1/2を超える20,475円は目的外支出である。

ﾊ.　その他の支出は適正と認められる。

(5)　人件費　2,456,000円　

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務職員(政務調査、後援会活動)
	1,530,000
	　

	事務職員（　　〃　　）
	926,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員は２名を雇用し、毎月の領収証も提出されており、後援会と按分されていて、適正と認められる。

　(6)　小括

　調査研究費のうち311,339円、事務所費のうち600,000円、事務費のうち39,025円の合計950,364円が目的外支出である。

　平成１７年度

(1) 調査研究費　677,473円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	現地調査に関わる費用
	470,773
	交通費(ガソリン代)

	現地調査に関わる費用
	206,700
	交通費(タクシー・電車代等)


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代470,773円は平成１６年度と同様1/2の235,387円が適正であり、これを超える235,386円が目的外支出である。

ﾛ.　交通費206,700円は詳細不明であるので、本件監査基準により１２万円を超える86,700円は目的外支出である。

(2) 広報費　2,391,860円 

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	インターネット接続費等
	88,550
	インターネット接続費

	府政報告紙作成費等
	2,303,310
	報告紙印刷代等


ウ　調査結果

　　　　印刷代、発送代は1/2に按分されており、その他の支出も平成１６年度と同様適正と認められる。

(3) 事務所費　107,140円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	複合機リース料等
	107,140
	　


ウ　調査結果

　　　　平成17年度は借地料600,000円の計上はなく、計上されている支出はいずれも適正な支出と認められる。

(4) 事務費　44,966円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代3ヶ月分)等 
	44,966
	　


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認められる。

(5) 人件費　2,343,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務職員(政務調査、後援会活動)
	1,470,000
	　

	事務職員（　　〃　　）
	873,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様２名の毎月の領収証も提出され、1/2に按分されており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち322,086円が目的外支出である。

21　議員２１
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　361,077円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	政務調査交通費（他）　　　　　　　
	361,077
	　


ウ　調査結果

　　詳細不明であるので、本件監査基準により１２万円を超える241,077円は目的外支出である。

　(2)　広報費　269,661 円

　　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ作成
	50,000
	　

	広報車保険料
	88,500
	　

	　
	131,161
	フィルム、交通費、駐車料等


ウ　調査結果

1． 　ホームページ作成50,000円は領収証が提出されており、適正な支出と認められる。

2． 　広報車保険料88,500円は目的外支出である。

3． 　年間諸経費131,161円は詳細不明につき、12万円を超える11,161円は目的外支出である。

　(3)　事務所費　240,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	240,000
	　


ウ　調査結果

　　　　賃貸料240,000円は平成１７年１月～３月の１ヶ月１６万円（賃料１５万円、共益費１万円）の割合による賃料480,000円の1/2を計上しているところ、建物賃貸借契約書は提出されているが、議員本人と貸主との間に賃貸借契約が締結されているとの書類はなく、賃料は目的外支出である。

　　　

　(4)　事務費 457,623円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信料（電話代、ファックス代、インターネット代）１２ヶ月
	253,367
	　

	お茶、雑費等
	72,270
	　

	備品、文具等
	59,011
	　

	本棚購入
	72,975
	　


ウ　調査結果

ｲ．　帳簿のコピーが薄くて判読困難であるが、インターネット代は9月から9,184円、携帯電話は毎月9,408円で112,896円、電話代は1/2で131,285円が計上されていると認められるところ、インターネットの1/2を超える4,592円、携帯電話は1/4の28,22４円を超える84,672円が目的外支出である。

ﾛ．　お茶等131,281円は詳細不明であり、本件監査基準により１２万円を超える11,28１円は目的外支出である。

ﾊ．　本棚購入72,975円は領収証があり、適正な支出と認められる。

(5)　人件費　1,121,800円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	1,121,800
	　


ウ　調査結果

　　　　同一人に対し、源泉徴収票が２枚提出され、合計は1,122,000円であるが、そのうち1枚分380,000円は後援会から支給されており、742,000円のみが適正な支出と認められる。従って、1,121,800円のうち379,800円は目的外支出である。

　

(6)　小括

　　　調査研究費のうち241,077円、広報費のうち99,66１円、事務所費240,000円、事務費のうち100,545円、人件費のうち379,800円の合計1,061,083円が目的外支出である。　

平成１７年度

　(1)　調査研究費　504,055円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	政務調査交通費（他）
　　　　　　　
	504,055
	　


ウ　調査結果

　　　　詳細不明であるから、本件監査基準により１２万円を超える384,055円は目的外支出である。

　(2)　広報費　1,072,832円

　　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ作成
	100,000
	　

	広報車保険料
	75,900
	　

	自民党府議団だより発行
	100,611
	印刷代、折り代

	　　〃
	117,894
	新聞折込代

	　　〃
	470,810
	郵便代

	諸経費
	207,617
	　


ウ　調査結果

ｲ．　ホームページ作成費、府議団だより発行費は領収証もあり、適正な支出と認められる。

ﾛ．  広報車保険料75,900円は目的外支出である。

ﾊ．　諸経費207,617円は詳細不明であり、本件監査基準により、１２万円を超える87,617円は目的外支出である。

　(3)　事務所費　960,000円

　ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	960,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様の理由により目的外支出である。

　(4)　事務費　425,830円

　　ア　請求人の主張

　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信料（電話代、ファックス代、インターネット代）１２ヶ月
	282,650
	　

	備品等
	143,180
	　


ウ　調査結果
ｲ．　帳簿のコピーが薄くて判読困難であるが、通信料はインターネット代15,744円全額、携帯代113,337円全額、固定電話はその余の1/2を計上していると思われるところ、インターネット代は1/2を超える7,872円、携帯代は1/4である28,335円を超える85,002円は目的外支出である。

ﾛ．　その余の支出は適正と認められる。

　

(5)　人件費　854,200円

　　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	854,200
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様同一人の源泉徴収票が2枚提出されているが、政務調査費と認められるのは750,000円分であり、その余の104,200円は目的外支出である。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち384,055円、広報費のうち163,517円、事務所費960,000円、事務費のうち92,874円、人件費のうち104,200円の合計1,704,646円が目的外支出である。

22　議員２２　

平成１６年度

　(1)　調査研究費　112,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	議長会総会等10/20、10/21
	12,000
	交通費・宿泊費

	管外研修　11/9、11/10
	20,000
	愛知県

	旅費（中国安慶市・上海市）
	80,000
	茨木市スポーツ親善訪中


ウ　調査結果

旅費（10/20、10/21）12,000円は、24,000円の旅費（交通費・宿泊費）の按分計上との説明であるが、調査研究目的と認められず、目的外使用である。管外研修（11/9、11/10）は、環境対策等に関する愛知県視察等であり、適正である。旅費（中国安慶市・上海市）80,000円は、按分計上とはなっているが、茨木市スポーツ親善訪中であり、親善目的であり、適正な支出とは言えない。

したがって、合計92,000円が目的外支出である。

　(2)　広報費  1,724,910円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政報告○○会ニュース等
	1,568,460
	

	アルバイト代7/10～20
	76,450
	発送作業総額152,000円

	アルバイト代12/15～20
	80,000
	発送作業160,000円


　　

ウ　調査結果

府政報告○○会ニュース等1,568,460円は適正である。アルバイト代（12/15～20）76,450円及び同（12/15～20）80,000円は支出の裏付けを欠き、目的外支出である。
したがって、156,450円が目的外使用である。

　(3)　事務所費  920,528円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	公租公課
	92,872
	固定資産税等206,577円

	光熱水費
	166,530
	総額333,060円　

	事務所修理代
	200,000
	総額400,000円

	事務所設備修理費用
	172,466
	総額344,732円

	火災保険料
	51,800
	総額103,600円

	ＮＨＫ受信料
	7,650
	総額15,300円

	電話機リース料
	33,642
	総額67,284円

	複合機リース料
	148,890
	総額297,780円


　ウ　調査結果

議員２２は、平成１６年度政務調査費収支報告書に事務所費920,528円を計上しているが、上記合計873,850円について、上記のとおり説明があった。

公租公課92,872円は、自己所有物件に関するものであり、目的外支出である。光熱水費166,530円は1/2の按分となっており、適正である。事務所修理代200,000円及び事務所設備修理費用172,466円は目的外支出である。火災保険料51,800円は目的外支出である。ＮＨＫ受信料7,650円は、按分計上となっており適正と認める。電話機リース料33,042円及び複合機リース料148,890円は適正と認める

適正な支出額は356,712円であり、収支報告額920,528円との差額563,816円が目的外支出である。

　(4)　事務費  433,250円

　ア　請求人の主張

　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　

　イ　使途内容　
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品購入料等
	59,100
	

	コピー使用料
	29,000
	

	ＦＡＸ・電話代、郵送料
	267,500
	総額535,000円　

	ガソリン代
	77,650
	総額155,300円


ウ　調査結果

事務用品購入料等59,100円は本件監査基準に照らし、適正と認める。ガソリン代77,650円は、1/2の按分計上ではあるが、自宅と事務所が同一住所であることなどを考慮し、総額の1/4の按分によるべきであり、38,825円は適正と認められるが、38,825円は目的外支出である。コピー使用料29,000円は使用目的が不明であり、目的外支出である。ＦＡＸ・電話代、郵送料267,500円は120,000円を限度に適正と認めるが、その余の147,500円は目的外支出である。

したがって、215,325円が目的外支出である。

(5) 人件費  2,500,000円

ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	67,700
	

	同イ
	980,000
	

	同ウ
	1,196,300
	

	同エ
	256,000
	


ウ　調査結果

　　事務員ア及び同エは支出の裏付けがない。事務員イ及び同ウは支出が認められ、適正に按分もされており、適正な支出である。

　　したがって、323,700円が目的外支出である。

(6) 小括

調査研究費のうち92,000円、広報費のうち156,450円、事務所費のうち563,816円、事務費のうち215,325円及び人件費のうち323,700円の合計1,351,291円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費   121,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費（５件）
	　　　　121,000
	交通費・宿泊費


ウ　調査結果

いずれも、調査研究目的であることが認められず、目的外支出である。

　(2)　広報費  1,735,500円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙（7/20、12/30）２件
	420,000
	封筒・印刷代

	アルバイト代（発送作業等）
	245,500
	7/15～20, 12/15～20

	発送代　２件
	1,070,000
	郵送代


ウ　調査結果

いずれも、広報活動についての経費と認められず、合計1,735,500円の全額が目的外支出である。

　(3)　事務所費  873,250円

　　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	公租公課
	92,872
	固定資産税等206,577円

	光熱水費
	166,530
	総額333,060円　

	事務所修理代
	200,000
	総額400,000円

	事務所設備修理費用
	172,466
	総額344,732円

	火災保険料
	　45,530
	

	維持管理費
	5,670
	総額11,200円

	ＮＨＫ受信料
	7,650
	総額15,300円

	電話機リース料
	33,642
	総額67,284円

	複合機リース料
	148,890
	総額297,780円


　ウ　調査結果

公租公課92,872円は、平成１６年度同様、目的外支出である。光熱水費166,530円は1/2の按分となっており、適正である。事務所修理代200,000円及び事務所設備修理費用172,466円は、平成１６年度同様、目的外支出である。火災保険料45,530円は、目的外支出である。維持管理費5,670円は適正である。ＮＨＫ受信料7,650円は、按分計上となっており適正と認める。電話機リース料33,642円及び複合機リース料148,890円は適正と認める

したがって、目的外支出は510,868円である。

　(4)　事務費  402,500円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ＦＡＸ・電話代、郵送料
	228,604
	総額573,208円

	事務用品購入料等
	59,873
	

	コピー代
	31,769
	総額63,538円　

	灯油代・ガソリン代
	82,254
	総額164,204円


ウ　調査結果

事務用品購入料等59,873円は、本件監査基準に照らし、適正と認める。灯油代・ガソリン代82,254円は、1/2の按分計上とはなっているが、平成１６年度同様、総額の1/4の按分によるべきであり、41,127円は適正であるが、41,127円は目的外支出である。コピー使用料31,769円は、平成１６年度同様、目的外支出である。ＦＡＸ・電話代、郵送料228,604円は、120,000円を限度に適正と認めるが、その余の108,604円は目的外支出である。

したがって、181,500円が目的外支出である。

　(5)　人件費  2,450,000

　　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	980,000
	　

	事務員イ
	1,470,000
	　


ウ　調査結果

　　大半の受取書が提出されており、1/2の按分となっており、適正と認める。

(6) 小括

調査研究費全額121,000円、広報費全額1,735,500円、事務所費のうち510,868円、事務費のうち181,500円の合計2,548,868円が目的外支出である。
23　議員２３
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　45,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費12/24
	45,000
	産業港湾都市視察　


ウ　調査結果

　　　　堺市、高石市、泉大津市の３市が堺泉北港湾３都市振興会を作り、年に一度港湾振興の先進事例の視察を行っており、旅費45,000円はその参加費用との説明があり、領収証等に照らし、相当な支出であると認められた。

　(2)　広報費　574,930円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌発行経費3/25
	94,500
	印刷代　

	広報誌発行経費3/28
	480,430
	発送代


ウ　調査結果

　　　　２月議会で、堺泉北港活性化等につき代表質問した内容を記載した府議会レポートの印刷代と発送代で、いずれも相当な支出であると認められる。

　(3)　事務所費　89,404円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費　
	89,404
	11月～翌年3月分　


ウ　調査結果

　　　　事務所は自己所有の空き家を利用したもので、後援会事務所は兼ねておらず、いずれも相当な支出であると認められる。

　(4)　事務費　709,805円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピー機リース料（３ケ月分）
	20,530
	

	電話通話料、インターネット光ケーブル使用料　等
	689,275
	


ウ　調査結果

　　　　コピー機リース料20,530円は相当な支出と認められるものの、電話通話料、インターネット光ケーブル使用料等689,275円は一括計上されており、資料が添付されていないことから詳細は不明である。しかし、事務所に電話は引かれており使用実態が認められることから、上記689,275円のうち、電話通話料に限り年間12万円を相当な支出と認め、その余の569,275円については、適正な支出とは認められない。

　(5)　人件費　680,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費
	680,000
	　


ウ　調査結果

　　近所の定年退職した人を、主に電話番として雇用しているが、政務調査補助のために使用している分もあると思われ、1/4の限度の170,000円で適正と認め、その余の510,000円は全額目的外支出である。

　(6)　小括

　　　 事務費のうち、569,275円、人件費510,000円の合計1,079,275円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　358,130円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費5/19
	313,130
	海外行政視察(米国)

	  〃        10/31
	45,000
	産業港湾都市視察


ウ　調査結果

　　　　海外行政視察は、自民党府議団としてアメリカのサンアントニオへ運河を利用した街づくりを視察に行ったもので、水都大阪の街づくりと関連があり、相当な支出である。また、産業港湾都市視察は、平成16年度のところで記載したとおり相当な支出であると認められる。

　(2)　広報費　506,994円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌発行経費12/27
	259,283
	印刷代　

	講演会開催経費2/15
	126,420
	案内チラシ作成費  67,500
案内ポスター作成費58,500

振込手数料          420

	その他
	       121,291
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌発行経費259,283円は、広報誌として議会レポートを発行しており、その中に挿入したアンケート葉書の費用も含むものである。後援会だよりは別途政務調査費以外から発行しており、全額相当な支出と認められる。講演会は、国会議員を講師に招き、大阪繊維リソースセンターで400名以上の来客のもと教育問題につき開催されたもので、相当な支出と認められる。その他121,291円の支出については内容が不明で、本件監査基準に照らし、年間12万円の限度で適正な支出と認め、これを超える1,291円は目的外支出と認める。

　(3)　事務所費　597,539円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	261,000
	7月～翌年3月分　

	光熱水費　
	336,539
	


ウ　調査結果

　　　　平成17年6月までは、自己所有建物を事務所(自宅は兼ねず)にしていたが、7月から賃借した。月5万円の賃料のうち2万9000円(58％)を政務調査費から支出しており、後援会事務所も兼ねておらず相当な支出であると認められる。光熱水費も月約2万8000円程で相当な支出であると認められる。

　(4)　事務費　1,442,581円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピー機リース料、電話通話料、インターネット光ケーブル使用料、事務用品費　等
	1,442,581 
	


ウ　調査結果

　　　　すべて一括計上されており、資料が添付されていないことから詳細は不明である。そこで、前年度と同様にコピー機リース料(年間)82,120円及び電話通話料(年間)12万円、事務用品(年間)12万円に限り相当な支出と認め、その余の1,120,461円は目的外支出である。

　(5)　人件費　1,520,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費
	1,520,000
	　


ウ　調査結果

　　近所の定年退職した人を、平成16年度から引き続き雇用していたが、6月から叔父を雇用している。仕事の内容はいずれも主として電話番であるが、政務調査補助のために使用している分もあると思われ、1/４を超える1,140,000円は全額目的外支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 広報費のうち1,291円、事務費のうち、1,120,461円、人件費のうち1,140,000円の合計2,261,752円が目的外支出である。

24　議員２４
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　1,414,426円 

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	情報収集　１２件
	106,000
	各種団体との窓口

	調査委託
	600,000
	府政全般に対する提言

	管外調査旅費
	84,272
	韓国の政治経済状況視察

	　
	　
	（交通費、宿泊等）

	交通費
	471,648
	調査・研究のため車・電車等

	車両管理費
	80,693
	　　〃

	通信費
	71,813
	固定電話・携帯電話等


ウ　調査結果

　　　ｲ.　情報収集12件のうち、本件基準により、○○議連会費10,000円、○○地方議員懇談会会費10,000円は目的外支出である。その余は全て適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　調査委託については、契約書、業務報告書、毎月の支払いがあり、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　管外調査旅費は、按分されており、適正な支出であると認められる。

22. 交通費は詳細不明であり、本件基準により12万円を超える351,648円は目的外支出である。

ﾎ.　車両管理費80,693円は本件基準により目的外支出である。

　　　ﾍ.　通信費は15/100で按分されており、適正な支出と認められる。

　　　

　(2)　広報費 　 404,724円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	発送経費
	83,314
	広報等発送の郵便料等

	広報用印刷経費
	35,546
	印刷費　３件

	広報用交通費
	237,989
	ガソリン代、通行料等

	通信連絡
	47,875
	電話代等


ウ　調査結果

　　　ｲ.　発送、印刷経費は70/100で按分されており、不合理とはいえない。

　　　ﾛ.　交通費237,989円は演説、座談会、府政報告会等への出席とのことであるが、詳細不明であり、調査研究費で120,000円を認めているので、全額目的外支出である。

　　　ﾊ.　通信費は調査研究費と合わせても年間12万円弱であり、適正な支出と認められる。

　

(3)　事務所費　　1,963,253円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（光熱水費）
	1,753,422
	　

	事務所備品等
	209,831
	　


ウ　調査結果

1. 　事務所は賃料月額151,000円、共益費58,400円、消費税別途で賃借しており、光熱水費と合わせて支払っているが、按分されており、不適正とはいえない。

2. 　その他も按分されていて、いずれも適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　　269,704円 

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所用薬代等　３件
	27,343
	　

	事務用品費等
	176,994
	　

	封筒印刷費
	65,367
	　


ウ　調査結果
　ｲ.　本件基準により薬代等27,343円は目的外支出である。　

　　　ﾛ.　その他は按分されていて適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　　 1,807,800円

　　ア　請求人の主張

　　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	288,000
	　

	事務員運転手（政務調査活動、後援会活動）
	1,443,000
	　

	アルバイト（政務調査活動事務処理）
	76,800
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員は3名雇用しており、支払調書、領収証も提出されている。按分もされており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち452,341円、広報費のうち237,989円、事務費のうち27,343円の合計717,673円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費  　1,210,464円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	情報収集　９件
	41,800
	各種団体との窓口

	調査委託
	600,000
	府政全般に対する提言

	管外調査旅費
	217,340
	韓国・台湾の政治経済状況視察

	交通費
	306,479
	調査・研究のための車・電車等

	車両管理費
	44,845
	　　〃


ウ　調査結果

　　　ｲ.　情報収集9件は、平成16年度と異なり、按分されており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　調査委託は平成16年度と同様適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　管外調査旅費は自ら按分しており、不適正とはいえない。

　　　ﾆ.　交通費は詳細不明であり、本件基準により12万円を超える186,479円は目的外支出である。

　　　ﾎ.　車両管理費44,845円は本件基準により目的外支出である。

　(2)　広報費 　321,450円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	発送経費
	57,010
	広報等等発送の郵便料等

	封筒印刷費
	13,984
	広報紙等発送の封筒印刷代

	ポスター印刷
	12,000
	広報用ポスター等の印刷代

	通信連絡
	238,456
	電話代等


ウ　調査結果

1. 発送経費、印刷費は按分されていて、適正な支出と認められる。

2. 通信連絡費は事務費と合わせて65％の計上であり、不適切であるとまではいえない。

　(3)　事務所費  　1,175,459円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（光熱水費）
	1,175,459
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適切な支出と認められる。

　(4)　事務費  　497,778円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所備品購入等
	211,217
	　

	事務所用薬代等　１２件
	32,322
	　

	事務用品等
	254,239
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　本件基準により、薬代32,322円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他の支払いは按分されていて、不適切とまではいえない。

　(5)　人件費  　1,659,957円

　ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	576,000
	　

	事務員運転手（政務調査活動、後援会活動）
	990,000
	　

	アルバイト（政務調査活動事務処理）
	93,957
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様に適切な支出であると認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち231,324円、事務費のうち32,322円の合計263,646円が目的外支出である。

25　議員２５
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　０円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(2)　広報費　　1,834,395円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	自民党府議団便り等
	1,803,000
	自民党府議団便り折込代等

	広報費
	15,750
	弔文印刷代

	　〃
	15,645
	大礼紙　用紙代


ウ　調査結果

ｲ．　弔文印刷代15,750円及び大礼紙用紙代15,645円は目的外支出である。

ﾛ．　その他は、府議団便り及び機関誌の発行経費であり、按分もされていて、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　　340,520円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	240,000
	

	光熱水費
	100,520
	


ウ　調査結果

　　ｲ．　賃貸料の240,000円は自己所有建物を一括管理委託し、そのうち一室を受託会社らと共に共同使用しているもので、月２万円の受領証も賃料ではなく、預り証となっており、目的外支出である。

ﾛ．　光熱水費は金額に照らしても適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　　　865,761円
ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電話代（12ヶ月分）等
	371,765
	

	リース料(１１ヶ月分)自動車借上げ負担金
	385,000
	

	ガソリン代
	108,996
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　自動車リース料は約1/3で按分されており、適正な支出と認められる。

ﾛ.　ガソリン代108,996円は1/4の27,249円を超える81,747円は目的外支出である。

ﾊ.　その他の支出はいずれも適正と認められる。

　

　(5)　人件費　　3,096,600円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,165,200
	

	〃
	547,000
	

	〃
	184,400
	

	〃　　（妻）
	1,200,000
	


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度は後援会活動はしていないと言うが、機関誌では活動しているとして1/2に按分されているので、第三者と思われる事務員３名分1,896,600円は1/2を超える948,300円は目的外支出である。妻については、毎月の支給実績は認められないが、勤務実態は認められるので、本件基準により1/4の300,000円は適正と認め、その余の900,000円は目的外支出である。

　　　　

　(6)　小括

　広報費のうち31,395円、事務所費のうち240,000円、事務費のうち81,747円、人件費のうち1,848,300円の合計2,201,442円が目的外支出である。

　平成１７年度

(1) 調査研究費　300,00円

ア　請求人の主張

議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	海外行政調査
	300,000
	アメリカ


　

　ウ　調査結果

　　　会派で行ったアメリカサンアントニオ行政視察費用であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　1,869,162円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	機関誌発行経費等 
	1,869,162
	機関誌印刷代等


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様の支出であり、1/2に按分されていて適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　502,352円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	240,000
	

	光熱水費等
	175,640
	

	車点検
	51,712
	

	プリカ（燃料費）
	35,000
	


ウ　調査結果

　　ｲ．　平成16年度と同様の理由により賃貸料240,000円は目的外支出である。

ﾛ．　車点検51,712円も目的外支出である。

ﾊ．　燃料費35,000円のうち1/4である8,750円を超える26,250円は目的外支出である。

ﾆ．　その他の支出は適正と認める。

　(4)　事務費　　1,124,133円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代　12ヶ月分)等
	940,541
	

	燃料代
	164,482
	

	名刺作成
	19,110
	


ウ　調査結果

　　　ｲ．　燃料代164,482円のうち1/4の41,121円を超える123,361円は目的外支出である。

ﾛ．　名刺作成19,110円は目的外支出である。

ﾊ．　その他の支出は適正である。

　(5)　人件費　　2,998,800円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ 使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,097,200
	

	〃
	441,600
	

	〃　　（妻）
	372,000
	

	〃
	1,088,000
	


ウ　調査結果

　　ｲ．　妻を除く事務員３名分2,626,800円は1/2の1,313,400円を超える1,313,400円は目的外支出である。　　

ﾛ．　妻は平成１６年度と同様1/4の93,000円の限度で適正と認め、279,000円は目的外支出である。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち317,962円、事務費のうち142,471円、人件費のうち1,592,400円の合計2,052,833円が目的外支出である。

26　議員２６
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　151,500円 

ア　請求人の主張

議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費　
	151,500
	カード等


ウ　調査結果

　　　　151,500円を支出しており、詳細不明であるので本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正であるが、その余の31,500円は目的外支出である。

　(2)　広報費 1,416,660円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　
	1,416,660
	


ウ　調査結果

　　　　府政報告の広報誌の印刷及び配布用費用であり、1/2に按分されており、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費  791,871円

ア　請求人の主張

　　　　目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	土地賃貸費
	600,000
	　

	光熱水費等　　
	191,871
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　土地を1ヵ月10万円で賃借し、地上に事務所を建築している。1/2に按分されており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　光熱水費も1/2に按分されており、適正な支出と認められる。

(4) 事務費  525,163円　　
ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費等 
	518,663
	　

	事務所軽自動車　タイヤ交換
	6,500
	　


ウ　調査結果

　　　　本件基準に照らし、自動車タイヤ交換6,500円は目的外支出であるが、その余は全て1/2で按分されており、適正な支出であると認められた。　

(5) 人件費  　4,946,645円 

ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	秘書(政務調査活動・後援会活動)等
	4,946,645
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも1/2で按分されており、適正な支出であると認められる。

　

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち31,500円、事務費のうち6,500円の合計38,000円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費 　 154,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	カード等 
	154,000
	　


ウ　調査結果

　　　　154,000円を支出しており、詳細不明であるから、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正であるが、その余の34,000円は目的外支出である。

　(2)　広報費  2,067,460円

　ア　請求人の主張

　　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌発行経費等
	2,067,460
	府議会だより　地域版　印刷代


ウ　調査結果

　　　　いずれも府政に関する広報誌の印刷及び配布費用であり、1/2に按分されており、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費  832,730円

ア　請求人の主張

　　目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	土地賃貸料等 
	832,730
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様1/2に按分されており、全て適正な支出と認められる。

　(4)　事務費  769,211円

ア　請求人の主張

　　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費等
	769,211
	　


ウ　調査結果

　　　　1/2に按分されており、全て適正な支出と認められる。

　(5)　人件費  　5,298,878円

　ア　請求人の主張

　　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	秘書(政務調査活動・後援会活動)等
	5,298,878
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様1/2に按分されており、源泉徴収票も提出されていて、全て適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち34,000円が目的外支出である。

27　議員２７

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　2,641,200円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	2,640,000
	議員団事務局職員の人件費　1ヵ月22万円×１２

	　　〃
	1,200
	寝屋川養護学校調査高速道路通行料


ウ　調査結果

　　　ｲ.　調査委託費2,640,000円は調査委託費名目であるが、実質は調査書で記載されているとおり、議員団事務局職員の人件費であり、本件監査基準により1/2を超える1,320,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　高速通行料は高速を利用しなければならない必要性は不明であるが、金額に照らし、不適正とまでは言えない。

　(2)　広報費  　688,183円

　ア　請求人の主張

　　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	報告会費
	19,000
	報告会場費

	その他
	1,090
	報告会時の駐車場

	その他
	68,827
	ホームページ更新料、サーバー利用料等

	広報紙等
	599,266
	府議会報告作成及び封筒代等


ウ　調査結果

　　　ｲ.　報告会場費は適正な支出である。報告会時に自動車を利用する必要性は不明であるが、金額に照らし、不適正とはいえない。

　　　ﾛ.　府議会報告を月2回発行しており、その作成及び配布に要する費用はいずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　ホームページに要する費用も適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費  　613,500円

　　ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電話交換機工事代等
	13,500
	　

	賃貸料
	600,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　賃貸料は党が月額20万円で借りている建物の1階の一部を使用しているが、賃貸借契約はなく、光熱水費はメーターが一つで党が負担しているとのことである。分担金の領収証は提出されたが、親族間の使用関係と同視すべき関係と思われ、契約書もなく、毎月の支払いを客観的に裏付ける振込書もない以上、賃料の支払を基礎づける根拠が乏しく、60万円全額を目的外支出と認める。

　　　ﾛ.　その余の支出はいずれも適正と認められる。

　(4)　事務費  　731,496円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務機器（電話ＦＡＸ機）リース料等
	635,074
	　

	交通費（ガソリン代　領収額の７割を計上）
	96,422
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代は7割を計上しているが、私用部分もあると認められるので、1/2を超える27,549円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その余の支払はいずれも適正と認められる。

　(5)　人件費 　 1,020,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政事務所事務員（政務調査活動）
	1,020,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員は1名を1ヵ月85,000円で雇用し、地元の府政に係る調査、報告書作成作業等に従事させている。領収証も提出されており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち1,320,000円、事務所費のうち600,000円、事務費のうち27,549円の合計1,947,549円は目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費  　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	2,640,000
	議員団事務局職員の人件費　1ヵ月22万円×12


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様に本件監査基準により1/2を超える1,320,000円は目的外支出である。

　(2)　広報費  　763,810円

　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	その他
	940
	報告会時の駐車場

	その他
	59,732
	ホームページ更新料　管理費

	広報紙
	703,138
	府議会報告印刷費等


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様いずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費  　700,000円

　ア　請求人の主張

　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費あり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	700,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成17年6月からは党が1ヵ月19,000円で賃借している駐車場のうち1台分10,000円を分担しているとのことであるが、対外的には党が全て支払っており、党との間に賃貸借契約書が作成されておらず、客観的に支出を裏付ける資料はないと認められる。しかも駐車場は自己使用目的である。従って、700,000円全額が目的外支出である。

　(4)　事務費   　687,675円

　ア　請求人の主張

　　　使途基準に合致せず、目的外支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費（ガソリン代　領収額の７割を計上）
	134,429
	　

	事務機器（電話ファックス機）リース料　１２ヶ月分等 
	553,246
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代は平成16年度と同様1/2である96,020円が適正であり、これを超える38,409円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その余の支出はいずれも適正と認められる。

　(5)　人件費  　1,020,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政事務所事務員（政務調査活動）
	1,020,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち1,320,000円、事務所費のうち700,000円、事務費のうち38,409円の合計2,058,409円が目的外支出である。

　

28　議員２８
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　6,500円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費　Ｈ１６．８．３１～９．１
	6,500
	鳥取県智頭町


ウ　調査結果

　　　　鳥取県智頭町西谷新田地区における町起こしの現状、県が果たした役割についての第５３回新田カルチャー講座への調査旅費として適正である。

　(2)　広報費 1,442,119円

　ア　請求人の主張

　　　内容が不明あるいは目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	1,442,119
	広報紙印刷代等


ウ　調査結果

　　　　議会活動及び府政に関する政策等を広報する地域をつなごうNo.４２～４４、ミニレターの印刷、発送代、インターネット使用料であり、いずれも適正な支出であると認められた。

　(3)　事務所費 1,200,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政策活動などのための固定した事務所であり、使途基準に反し、違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　Ｈ１６．４～Ｈ１７．３
	1,200,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務所は１ヶ月２０万円で賃借しており、後援会と按分して1/2の１２０万円を計上しており、適正な支出である。

　(4)　事務費 1,427,345円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（ＦＡＸ代、電話代１２ヶ月）
	370,571
	　

	リース料（コピー機）
25,830円×12ヶ月
	309,960
	　

	　　〃　　（電話機）
8,295円×12ヶ月
	99,540
	　

	コピーチャージ
	113,981
	　

	発送費等

	512,042
	

	事務用品費　その他　８２件
	21,251
	　


ウ　調査結果

　　　　通信費、リース料、コピーチャージについては370,571円、309,960円、99,540円、113,981円の合計894,052円が計上されているが、後援会部分と按分して、その1/2に当たる447,026円が適正な支出であり、その余の447,026円は目的外支出である。

　　　　事務用品費その他82件のうち、慶弔袋、のし４件合計810円、領収書2件936円、関連団体のカレンダー購入１件1,500円の3,246円が目的外支出であり、その余は適正であると認められた。

　　　　その他の支出はいずれも適正と認められた。

　(5)　人件費 1,677,680円

　ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	1,677,680
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員２名の人件費である5,533,897円の1/3に相当する1,677,680円を政務調査費として支出しており、適正であると認められた。

　(6)　小括
　　　事務費のうち450,272円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費 　０円 

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(2)　広報費  1,569,121円

　　ア　請求人の主張

　　　　内容が不明であり、目的外支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費等
	1,556,121
	広報紙印刷代等

	広報活動
	13,000
	看板代


ウ　調査結果

　　　　広報誌地域をつなごうNo.４５～４８の印刷、発送代、ネットエイジ契約料は適正であるが、看板代13,000円は政務調査のための広報費とはいえず、目的外支出である。

(3) 事務所費  1,200,000円

ア　請求人の主張

日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動のための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　Ｈ１７．４～Ｈ１８．３
	1,200,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様適正な支出であると認められた。

　(4)　事務費  1,520,371円

　ア　請求人の主張

使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。政務調査費など支出ゼロで152万円事務費不自然である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（ＦＡＸ代、電話代１２ヶ月）
	329,287
	　

	リース料（コピー機）
25,830円×12ヶ月
	185,976
	　

	　　〃　　（電話機）
8,295円×12ヶ月
	51,429
	　

	コピーチャージ
	89,829
	　

	発送費等
	248,939
	　

	事務用品費　その他　219件
	614,911
	　


ウ　調査結果

　　　　通信費、リース代、コピーチャージとして計上されている329,287円、185,976円、51,429円、89,829円の合計656,521円は後援会部分と按分して、その1/2に当たる328,260円が適正な支出であり、その余の328,261円は目的外支出である。

　　　　事務用品費その他219件、614,911円中、名刺2件9,000円、府住申込書郵送料5,260円、記念式典15,000円、ナヌム上映会2,000円、檄文通信費200円、図書カード10,000円、年会費1,000円、整備費（エンジンオイル代）6,720円、大阪歴史懇談会年会費5,000円、カレンダー1,000円、高槻カラオケ文化協会参加費6,000円、商団連互礼会7,000円、商工組合新年会7,600円、社労士への支払手数料30,000円、領収書2件826円の合計106,606円はいずれも政務調査との関連がなく目的外支出である。その余は適正な支出であると認められた。

　(5)　人件費  1,932,046円

ア　請求人の主張

　　　　常時雇用の人件費であり全額目的外支出。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	1,932,046
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様政務調査活動を補助する事務員に対する適正な支出であると認められた。

　(6)　小括

　　　広報費のうち13,000円、事務費のうち、434,867円の合計447,867円が目的外支出である。

29　議員２９

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　237,720円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	年会費　.JP
	81,030
	インターンシップ派遣事業

	研修会参加費他
	33,670
	

	交通費
	123,020
	ハイウェイカード他


ウ　調査結果

　　　ｲ.　インターンシップ派遣事業に関する年会費.JP81,030円は議員の政務調査研究に資するとはいえず、目的外支出である。

　　　ﾛ.　ハイウェイカード他交通費123,020円は按分されてはいるが、詳細不明であり、120,000円を超える3,020円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出は適正と認められる。

　(2)　広報費　2,136,876円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費等
	2,136,876
	


ウ　調査結果

　　　　広報紙を年3～5回発行しており、9/10で按分されていて、いずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,079,443円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料等 
	1,079,443
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は賃料・共益費込みで月額123,000円であり、その他の支出も含め全て1/2に按分されていて適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　1,029,076円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品費等 
	926,416
	

	駐車場代(事務所)
	102,660
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　駐車場代102,660円は1/2に按分されてはいるが、事務員専用であり、来客用と言えず、目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他の支出は9/10に按分されていて、いずれも適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,915,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	1,915,000
	


ウ　調査結果

　　　　1名分3,250,000円を50％～67％で按分しており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　調査研究費のうち84,050円、事務費のうち102,660円の合計186,710円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　232,519円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	年会費　.JP
	40,315
	

	年会費等
	61,190
	

	調査旅費
	131,014
	回数券、ETC料金等


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度同様、.JPの年会費40,315円は目的外支出である

　　　ﾛ.　回数券等交通費131,014円は詳細不明であるので、120,000円を超える11,014円が目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出はいずれも適正と認められる。

　(2)　広報費　1,712,534円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	1,712,534
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,108,379円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料等 
	1,040,129
	

	警備費(セコム)
	68,250
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　警備費68,250円は1/2に按分されているが、通常必要な経費とは認められず、目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他の支出はいずれも適正と認められる。

　(4)　事務費　957,289円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品費等
	846,074
	

	駐車場代(事務所)
	111,215
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　駐車場代111,215円は平成16年度同様目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他の支出は9/10で按分されていて、いずれも適正と認められる。

　(5)　人件費　1,222,642円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、その他事務）
	171,000
	

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	1,120,000
	


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と金額も、按分率も変わっているが、第三者であり、支払いを否定するまでの資料はない。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち51,329円、事務所費のうち68,250円、事務費のうち111,215円の合計230,794円が目的外支出である。

